


(単位：千円)

前連結会計年度 
(平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成21年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 387,786 271,339

リース債務 3,501 3,333

未払法人税等 23,152 12,078

賞与引当金 21,537 19,554

その他 145,796 123,083

流動負債合計 581,773 429,390

固定負債   

リース債務 10,757 8,605

繰延税金負債 816 －

退職給付引当金 173,058 186,716

役員退職慰労引当金 135,200 199,324

その他 13,800 13,800

固定負債合計 333,632 408,447

負債合計 915,405 837,838

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,975,141 4,978,566

資本剰余金 1,206,059 1,209,465

利益剰余金 909,430 705,601

自己株式 △35 △65

株主資本合計 7,090,596 6,893,567

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △41,883 △47,986

為替換算調整勘定 △12,508 △71,370

評価・換算差額等合計 △54,392 △119,356

純資産合計 7,036,204 6,774,211

負債純資産合計 7,951,609 7,612,049
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②【連結損益計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高 3,833,852 3,911,316

売上原価 2,181,715 ※1  2,419,923

売上総利益 1,652,137 1,491,393

販売費及び一般管理費 ※2  896,012 ※2, ※3  1,328,292

研究開発費 305,941 －

販売費及び一般管理費及び研究開発費 1,201,954  

営業利益 450,182 163,101

営業外収益   

受取利息 26,853 30,472

受取配当金 265 821

不動産賃貸料 924 30,000

その他 1,151 2,183

営業外収益合計 29,194 63,478

営業外費用   

支払利息 543 681

減価償却費 34,421 －

地代家賃 6,960 －

租税公課 7,626 －

為替差損 74,283 97,572

不動産賃貸費用 － 52,343

その他 2,158 10

営業外費用合計 125,995 150,607

経常利益 353,382 75,971

特別利益   

固定資産売却益 ※4  316 ※4  51

貸倒引当金戻入額 － 31

投資有価証券売却益 1,249 －

特別利益合計 1,566 83

特別損失   

固定資産売却損 ※5  131 ※5  3

固定資産除却損 ※6  4,753 ※6  2,509

減損損失 ※7  1,268 ※7  3,714

たな卸資産廃棄損 17,074 －

たな卸資産評価損 38,473 －

投資有価証券売却損 17 －

投資有価証券評価損 － 83,311

特別損失合計 61,717 89,538

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純損
失（△）

293,230 △13,483

法人税、住民税及び事業税 12,229 4,207

法人税等調整額 913 90,621

法人税等合計 13,142 94,829

当期純利益又は当期純損失（△） 280,088 △108,312
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③【連結株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,975,141 4,975,141

当期変動額   

新株の発行 － 3,425

当期変動額合計 － 3,425

当期末残高 4,975,141 4,978,566

資本剰余金   

前期末残高 1,206,059 1,206,059

当期変動額   

新株の発行 － 3,405

当期変動額合計 － 3,405

当期末残高 1,206,059 1,209,465

利益剰余金   

前期末残高 629,342 909,430

当期変動額   

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 280,088 △108,312

当期変動額合計 280,088 △203,829

当期末残高 909,430 705,601

自己株式   

前期末残高 △24 △35

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △29

当期変動額合計 △10 △29

当期末残高 △35 △65

株主資本合計   

前期末残高 6,810,518 7,090,596

当期変動額   

新株の発行 － 6,831

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 280,088 △108,312

自己株式の取得 △10 △29

当期変動額合計 280,077 △197,028

当期末残高 7,090,596 6,893,567
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(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8,225 △41,883

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50,109 △6,102

当期変動額合計 △50,109 △6,102

当期末残高 △41,883 △47,986

為替換算調整勘定   

前期末残高 74,142 △12,508

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △86,651 △58,861

当期変動額合計 △86,651 △58,861

当期末残高 △12,508 △71,370

評価・換算差額等合計   

前期末残高 82,368 △54,392

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △136,760 △64,964

当期変動額合計 △136,760 △64,964

当期末残高 △54,392 △119,356

純資産合計   

前期末残高 6,892,887 7,036,204

当期変動額   

新株の発行 － 6,831

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 280,088 △108,312

自己株式の取得 △10 △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △136,760 △64,964

当期変動額合計 143,316 △261,992

当期末残高 7,036,204 6,774,211
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

(単位：千円)

前連結会計年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益又は税金等調整前当期純
損失（△）

293,230 △13,483

減価償却費 202,100 207,156

退職給付引当金の増減額（△は減少） 26,140 13,658

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 40,751 64,499

賞与引当金の増減額（△は減少） 5,542 △1,964

貸倒引当金の増減額（△は減少） 326 898

受取利息及び受取配当金 △27,119 △31,294

支払利息 543 681

為替差損益（△は益） 33,439 117,061

たな卸資産廃棄損 17,074 －

たな卸資産評価損 38,473 －

投資有価証券売却損益（△は益） △1,249 －

投資有価証券評価損益（△は益） － 83,311

固定資産売却益 △316 －

固定資産売却損益（△は益） － △48

固定資産除却損 4,753 2,509

減損損失 1,268 3,714

売上債権の増減額（△は増加） △376,777 358,878

たな卸資産の増減額（△は増加） △113,548 △65,583

仕入債務の増減額（△は減少） 45,605 △97,165

未払消費税等の増減額（△は減少） 14,138 △84

その他 60,419 △48,069

小計 264,797 594,676

利息及び配当金の受取額 23,418 34,496

利息の支払額 △543 △681

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △19,420 △14,112

営業活動によるキャッシュ・フロー 268,251 614,378

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △100,000 －

定期預金の払戻による収入 － 100,000

有形固定資産の取得による支出 △44,423 △70,593

有形固定資産の売却による収入 1,465 －

無形固定資産の取得による支出 － △42,451

投資有価証券の取得による支出 △531,043 △30,439

投資有価証券の売却による収入 724,908 －

投資活動によるキャッシュ・フロー 50,906 △43,484

財務活動によるキャッシュ・フロー   

株式の発行による収入 － 6,831

配当金の支払額 － △94,613

自己株式の取得による支出 △10 △29

リース債務の返済による支出 △2,708 △3,577

財務活動によるキャッシュ・フロー △2,719 △91,389

現金及び現金同等物に係る換算差額 △100,433 △175,988

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 216,004 303,515

現金及び現金同等物の期首残高 913,291 1,129,295

現金及び現金同等物の期末残高 ※1  1,129,295 ※1  1,432,811
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社 

  子会社はすべて連結されています。SANTEC U.S.

A. CORPORATION、SANTEC Europe Ltd.、聖徳科（上

海）光通信有限公司の３社です。 

１ 連結の範囲に関する事項 

(1）連結子会社 

同左 

(2）非連結子会社 

 該当ありません。 

(2）非連結子会社 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

 該当ありません。 

２ 持分法の適用に関する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

 連結子会社のうち、聖徳科（上海）光通信有限公司

の決算日は12月31日であり、その他の連結子会社の決

算日は３月31日であります。連結財務諸表の作成にあ

たり、上記３月31日決算以外の１社については、連結

決算日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表を使用

しております。 

３ 連結子会社の事業年度等に関する事項 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（利息法） 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 

(イ）有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価

差額は全部純資産直入法により処理し、売

却原価は移動平均法により算定しておりま

す。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

(ロ）たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法 

(ロ）たな卸資産 

商品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益

性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

製品・半製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

製品・半製品・仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収

益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算

定） 

原材料 

 移動平均法による原価法 

原材料 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は

収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により

算定） 

  （会計方針の変更） 

 当連結会計年度より「棚卸資産の評価に関す

る会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年

７月５日公表分）を適用しております。  

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 
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前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産 

 主として定率法（但し平成10年４月１日以降

取得の建物（建物附属設備を除く）については

定額法）によっており、耐用年数、残存価額に

ついては、法人税法に定める基準と同一の基準

を採用しております。ただし、在外連結子会社

については定額法によっております。 

 また、リース資産については、リース期間を

耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採

用しております。 

（会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年4月

1日以降に取得したものについては、改正後の法

人税に基づく方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微で

あります。 

 なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 

（追加情報） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年3月

31日以前に取得したものについては、償却可能

限度額まで償却が終了した翌年から5年間で均等

償却する方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 

(イ）有形固定資産（リース資産を除く） 

 主として定率法（但し平成10年４月１日以降

取得の建物（建物附属設備を除く）については

定額法）によっており、耐用年数、残存価額に

ついては、法人税法に定める基準と同一の基準

を採用しております。ただし、在外連結子会社

については定額法によっております。 

（追加情報） 

 当社の機械装置については、従来、耐用年数

を４～10年としておりましたが、当連結会計年

度より４～８年に変更しております。 

 これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用

年数を見直したことによるものであります。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であ

ります。 

 なお、セグメント情報に与える影響について

は、当該箇所に記載しております。 

(ロ）無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用分）については、社

内における利用可能期間（５年）に基づく定額

法によっております。 

(ロ）無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

（ハ）     ────── (ハ）リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係

るリース資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零と

する定額法を採用しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率により、貸

倒懸念債権等特定の債権については回収可能性

を勘案し、回収不能見込額を計上しておりま

す。ただし、在外連結子会社は個別見積りによ

り回収不能見込額を計上しております。 

(3）重要な引当金の計上基準 

(イ）貸倒引当金 

同左 

(ロ）賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、一部の在

外連結子会社を除き、支給見込額基準に基づき

計上しております。 

(ロ）賞与引当金 

同左 
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【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更】 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

(ハ）退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に備えるため、自己

都合による連結会計年度末要支給額の100％を計

上しております。 

(ハ）退職給付引当金 

同左 

(ニ）役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内

規に基づく連結会計年度末要支給額の100％を計

上しております。 

(ニ）役員退職慰労引当金 

同左 

(4）重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められ

るもの以外のファイナンス・リース取引について

は、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理に

よっております。 

(4）       ────── 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税等の会計処理は税抜方式によっており

ます。 

(5）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要

な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

 部分時価評価法によっております。 

５ 連結子会社の資産及び負債の評価に関する事項 

同左 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

 のれんの償却については、発生時に一括して償却し

ております。 

６ のれん及び負ののれんの償却に関する事項 

同左 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

 連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金

及び現金同等物）は、手許現金、要求払預金及び容易

に換金可能であり、かつ価値の変動について僅少なリ

スクしか負わない取得日から３ヶ月以内に満期または

償還期限の到来する短期投資を計上しております。 

７ 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 

同左 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ────── （リース取引に関する会計基準） 

 当連結会計年度より「リース取引に関する会計基準」

（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議

会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取

引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針

第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制

度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しておりま

す。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

 なお、セグメント情報に与える影響については、当該箇

所に記載しております。 
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【表示方法の変更】 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ────── （連結貸借対照表） 

１ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則

等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日 内

閣府令第50号）が適用となることに伴い、前連結会計年

度において、「たな卸資産」として掲記されていたもの

は、当連結会計年度から「商品及び製品」「仕掛品」

「原材料」に区分掲記しております。なお、前連結会計

年度の「たな卸資産」に含まれる「商品及び製品」「仕

掛品」「原材料」は、それぞれ196,187千円、112,141千

円、276,190千円であります。 

２ 前連結会計年度において、有形固定資産の「機械装置

及び運搬具」「その他」に含めて表示しておりました

「リース資産」（前連結会計年度13,934千円（純額））

は、当連結会計年度より区分掲記しております。 

  （連結損益計算書） 

１ 前連結会計年度において、「研究開発費」（前連結会

計年度305,941千円）として掲記されていたものは、当連

結会計年度から「販売費及び一般管理費」に含めて表示

しております。なお、当連結会計年度に含まれる「研究

開発費」は、363,783千円であります。 

２ 前連結会計年度において、「減価償却費」「地代家

賃」「租税公課」「その他」の一部として掲記されてい

たものは、EDINETへのXBRL導入に伴い、連結財務諸表の

期間比較性を向上するため、当連結会計年度より「不動

産賃貸費用」と一括して掲記しております。なお、当連

結会計年度に含まれる「減価償却費」「地代家賃」「租

税公課」「その他」は、それぞれ31,578千円、8,660千

円、7,621千円、4,483千円であります。 
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【注記事項】 

（連結貸借対照表関係） 

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

※１ 有形固定資産に含まれる重要な休止固定資産は次
のとおりであります。なお、当該有形固定資産の減
価償却費は営業外費用として計上しております。 

※１ 有形固定資産に含まれる重要な休止固定資産は次
のとおりであります。なお、当該有形固定資産の減
価償却費は営業外費用として計上しております。 

建物及び構築物 542,323千円(帳簿価額)
土地   41,177千円( 〃 )

建物及び構築物  511,152千円(帳簿価額)
土地   41,177千円( 〃 )

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

          ────── ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後
の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に
含まれております。 

    47,916千円

※２ 販売費及び一般管理費の主要なものは、次のとお
りであります。 

※２ 販売費及び一般管理費の主要なものは、次のとお
りであります。 

給与等        348,566千円
減価償却費        78,815千円
賞与引当金繰入額      7,598千円
役員退職慰労引当金繰入額      40,751千円

給与等     346,753千円
減価償却費       78,305千円
賞与引当金繰入額    8,991千円
役員退職慰労引当金繰入額     64,499千円

          ────── ※３ 一般管理費に含まれる研究開発費 
    363,783千円

※４ 固定資産売却益の内訳 ※４ 固定資産売却益の内訳
工具・器具及び備品 316千円 工具・器具及び備品 51千円

※５ 固定資産売却損の内訳 ※５ 固定資産売却損の内訳
機械装置及び運搬具 131千円 工具・器具及び備品 3千円

※６ 固定資産除却損の内訳 ※６ 固定資産除却損の内訳
機械装置及び運搬具 
工具・器具及び備品  

   3,873千円
879千円

工具・器具及び備品 2,509千円

※７ 減損損失 
 当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しました。 

※７ 減損損失
 当連結会計年度において、当社グループは以下の
資産グループについて減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

愛知県瀬戸市 遊休地 土地 

宮崎県西都市 遊休地 土地 

場所 用途 種類 

愛知県瀬戸市 遊休地 土地 

宮崎県西都市 遊休地 土地 

当社グループは、資産グループを光部品事業資
産、光測定器事業資産、賃貸資産、遊休資産と
し、特に光部品事業資産をフィルタ製品製造資産
及びフィルタ製品以外光部品製造資産に分類し、
当社連結上在外子会社のうちSANTEC U.S.A. CORPO
RATIONは独立した資産グループと捉え、SANTEC U.
S.A. CORPORATION以外は所有資産の簿価が軽微で
あるので連結上は共用資産としております。 
瀬戸市及び西都市に保有する遊休地について

は、市場価格が帳簿価額より下落していることに
より帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失1,268千円として特別損失に計上し
ております。その内訳は、瀬戸市土地866千円、西
都市土地401千円であります。 
なお、瀬戸市及び西都市の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、近隣売買事例等を
勘案した自社における合理的な見積り額を回収可
能価額として評価しております。 

当社グループは、資産グループを光部品事業資
産、光測定器事業資産、賃貸資産、遊休資産と
し、特に光部品事業資産をフィルタ製品製造資産
及びフィルタ製品以外光部品製造資産に分類し、
当社連結上在外子会社のうちSANTEC U.S.A. CORPO
RATIONは独立した資産グループと捉え、SANTEC U.
S.A. CORPORATION以外は所有資産の簿価が軽微で
あるので連結上は共用資産としております。 
瀬戸市及び西都市に保有する遊休地について

は、市場価格が帳簿価額より下落していることに
より帳簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減
少額を減損損失3,714千円として特別損失に計上し
ております。その内訳は、瀬戸市土地353千円、西
都市土地3,361千円であります。 
なお、瀬戸市及び西都市の回収可能価額は正味

売却価額により測定しており、近隣売買事例等を
勘案した自社における合理的な見積り額を回収可
能価額として評価しております。 
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（連結株主資本等変動計算書関係） 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）普通株式の自己株式数の増加31株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

 該当事項はありません。 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式 11,939,700 － － 11,939,700 

合計 11,939,700 － － 11,939,700 

自己株式         

普通株式  （注） 67 31 － 98 

合計 67 31 － 98 

 決議 株式の種類 
配当金の総額
（千円） 

配当の原資 
1株当たり 
配当額
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月18日 

定時株主総会 
普通株式 95,516 利益剰余金 8.0 平成20年３月31日 平成20年６月19日
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

 （注）１．普通株式の発行済株式総数の増加21,400株は、新株予約権の権利行使による増加であります。 

２．普通株式の自己株式数の増加52株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

該当事項はありません。 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 該当事項はありません。 

  
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度 
増加株式数（株） 

当連結会計年度 
減少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式         

普通株式  （注）１ 11,939,700 21,400 － 11,961,100 

合計 11,939,700 21,400 － 11,961,100 

自己株式         

普通株式  （注）２ 98 52 － 150 

合計 98 52 － 150 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

１株当たり 
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成20年６月18日 

定時株主総会 
普通株式 95,516 8.0 平成20年３月31日 平成20年６月19日 
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

（平成20年３月31日現在） （平成21年３月31日現在） 

現金及び預金勘定 1,200,310千円

有価証券 28,985千円

計 1,229,295千円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △100,000千円

現金及び現金同等物 1,129,295千円

現金及び預金勘定 1,323,454千円

有価証券 109,357千円

現金及び現金同等物 1,432,811千円

前連結会計年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 当社グループは、リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の売買取引に係る方法に準じた会計処理

によっております。 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

 主として、光部品関連事業及び光測定器関連事業

における生産設備（「機械装置」、「工具、器具及

び備品」）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

「４ 会計処理基準に関する事項 （2）重要な減価償

却資産の減価償却の方法」に記載のとおりでありま

す。 
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（有価証券関係） 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

４ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

(1）その他有価証券 

              投資信託の受益証券            28,985千円 

非上場外国株式               111,643千円 

  （単位：千円）

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 100,000 87,010 △12,990 

(3）その他 － － － 

合計 100,000 87,010 △12,990 

  （単位：千円）

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 
      

(1）株式 － － － 

(2）債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 300,000 302,010 2,010 

 ③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 300,000 302,010 2,010 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
      

(1）株式 37,335 30,164 △7,171 

(2）債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 100,000 71,970 △28,030 

 ③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

小計 137,335 102,134 △35,201 

合計 437,335 404,144 △33,191 

（単位：千円）

売却額 売却益の合計額 売却損の合計額 

2,101 1,249 17 
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５ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  （単位：千円）

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

１ 債券         

 (1）国債・地方債等 － － － － 

 (2) 社債 － － 400,000 100,000 

 (3) その他 － － － － 

合計 － － 400,000 100,000 
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

 （注） 当連結会計年度において、有価証券について83,311千円（その他有価証券で時価のある株式13,201千円、社債

70,110千円）減損処理を行っております。 

    なお、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理

を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行

っております。 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

(1）その他有価証券 

              投資信託の受益証券                6,215千円 

非上場外国株式                   108,021千円 

４ その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  （単位：千円）

  種類 
連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

時価が連結貸借対照表計

上額を超えないもの 

(1）国債・地方債等 － － － 

(2）社債 100,000 77,430 △22,570 

(3）その他 － － － 

合計 100,000 77,430 △22,570 

  （単位：千円）

種類 取得原価 連結貸借対照表計上額 差額 

連結貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 
      

(1）株式 53,255 39,805 △13,450 

(2）債券       

 ①国債・地方債等 － － － 

 ②社債 329,890 308,170 △21,720 

 ③その他 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 383,145 347,975 △35,170 

  （単位：千円）

  １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

１ 債券         

 (1）国債・地方債等 － － － － 

 (2) 社債 － － 400,000 100,000 

 (3) その他 － － － － 

合計 － － 400,000 100,000 
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（デリバティブ取引関係） 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平

成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

１ 採用している退職給付制度の概要 

 当社は退職一時金制度を採用しております。 

１ 採用している退職給付制度の概要 

同左 

２ 退職給付債務の額 173,058千円

退職給付引当金の額 173,058千円

２ 退職給付債務の額 186,716千円

退職給付引当金の額 186,716千円

３ 退職給付費用の額 26,698千円 ３ 退職給付費用の額 28,776千円
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（ストック・オプション等関係） 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

  

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成20年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役     5名   監査役    1名 

当社従業員  74名   当社元監査役  1名 

当社元従業員  1名   当社子会社の 

                    取締役        2名 

取締役    5名   監査役     1名 

当社従業員  82名   当社子会社の 

                   取締役         2名 

株式の種類別のストック・

オプション数（注） 
普通株式 76,100 株 普通株式 78,400 株 

付与日 平成15年７月１日 平成16年７月１日 

権利確定条件 

 権利行使時において、当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあるこ

と。(ただし、当社または当社の子会社の取締役も

しくは監査役を任期満了により退任した場合、定

年退職その他正当な理由のある場合を除く。） 

 新株予約権行使日の前日の㈱大阪証券取引所ニ

ッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市

場における当社株式の終値が、１株当たりの払込

金額の1.5倍以上であることを要する。 

 権利行使時において、当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあるこ

と。(ただし、当社または当社の子会社の取締役も

しくは監査役を任期満了により退任した場合、定

年退職その他正当な理由のある場合を除く。） 

 新株予約権行使日の前日の㈱大阪証券取引所ニ

ッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市

場における当社株式の終値が、１株当たりの払込

金額の1.5倍以上であることを要する。 

対象勤務期間 
２年間（自平成15年７月１日至平成17年

６月30日） 

２年間（自平成16年７月１日至平成18年

６月30日） 

権利行使期間 

①平成17年７月１日以降、平成19年６月30日まで 

    付与個数の２分の１まで行使可能。 

②平成19年７月１日以降、平成23年６月30日まで 

    付与個数のすべてについて行使可能。 

①平成18年７月１日以降、平成20年６月30日まで 

    付与個数の２分の１まで行使可能。 

②平成20年７月１日以降、平成24年６月30日まで 

    付与個数のすべてについて行使可能。 

    
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末   40,200 40,200 

付与   － － 

失効   3,000 1,000 

権利確定   37,200 － 

未確定残   － 39,200 

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末   39,300 40,200 

権利確定   37,200 － 

権利行使   － － 

失効   400 1,000 

未行使残   76,100 39,200 
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② 単価情報 

    
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 313 396 

行使時平均株価 （円） － － 

付与日における公正な評価単価 （円） － － 
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当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

１．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 

(1）ストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 

 当連結会計年度（平成21年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプ

ションの数については、株式数に換算して記載しております。 

① ストック・オプションの数 

  
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

取締役     4名   監査役    1名 

当社従業員  72名   当社子会社の 

                    取締役        2名 

取締役    5名   監査役     1名 

当社従業員  76名   当社子会社の 

                   取締役         2名 

株式の種類別のストック・

オプション数（注） 
普通株式 56,300 株 普通株式 74,800 株 

付与日 平成15年７月１日 平成16年７月１日 

権利確定条件 

 権利行使時において、当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあるこ

と。(ただし、当社または当社の子会社の取締役も

しくは監査役を任期満了により退任した場合、定

年退職その他正当な理由のある場合を除く。） 

 新株予約権行使日の前日の㈱大阪証券取引所ニ

ッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市

場における当社株式の終値が、１株当たりの払込

金額の1.5倍以上であることを要する。 

 権利行使時において、当社または当社の子会社の

取締役、監査役もしくは従業員の地位にあるこ

と。(ただし、当社または当社の子会社の取締役も

しくは監査役を任期満了により退任した場合、定

年退職その他正当な理由のある場合を除く。） 

 新株予約権行使日の前日の㈱大阪証券取引所ニ

ッポン・ニュー・マーケット－「ヘラクレス」市

場における当社株式の終値が、１株当たりの払込

金額の1.5倍以上であることを要する。 

対象勤務期間 
２年間（自平成15年７月１日至平成17年

６月30日） 

２年間（自平成16年７月１日至平成18年

６月30日） 

権利行使期間 

①平成17年７月１日以降、平成19年６月30日まで 

    付与個数の２分の１まで行使可能。 

②平成19年７月１日以降、平成23年６月30日まで 

    付与個数のすべてについて行使可能。 

①平成18年７月１日以降、平成20年６月30日まで 

    付与個数の２分の１まで行使可能。 

②平成20年７月１日以降、平成24年６月30日まで 

    付与個数のすべてについて行使可能。 

    
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利確定前 （株）     

前連結会計年度末   － 39,200 

付与   － － 

失効   － － 

権利確定   － 39,200 

未確定残   － － 

権利確定後 （株）     

前連結会計年度末   76,100 39,200 

権利確定   － 39,200 

権利行使   19,800 1,600 

失効   － 2,000 

未行使残   56,300 74,800 
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② 単価情報 

    
平成15年 

ストック・オプション 
平成16年 

ストック・オプション 

権利行使価格 （円） 313 396 

行使時平均株価 （円） 516 612 

付与日における公正な評価単価 （円） － － 
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（税効果会計関係） 

前連結会計年度 
（平成20年３月31日現在） 

当連結会計年度 
（平成21年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 70,261千円

役員退職慰労引当金 54,891千円

貸倒引当金 262千円

繰越欠損金 2,488,293千円

その他 225,397千円

繰延税金資産小計 2,839,106千円

評価性引当額 △2,748,087千円

繰延税金資産合計 91,018千円

（繰延税金負債）  

その他 △816千円

繰延税金負債合計 △816千円

繰延税金資産の純額    90,202千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 75,807千円

役員退職慰労引当金 80,858千円

貸倒引当金 244千円

繰越欠損金 2,272,739千円

その他 248,907千円

繰延税金資産小計 2,678,557千円

評価性引当額 △2,678,004千円

繰延税金資産合計 552千円

（繰延税金負債）  

繰延税金負債の合計 －

繰延税金資産の純額 552千円

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

 繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項

目に含まれております。 

流動資産－繰延税金資産 5,595千円

固定資産－繰延税金資産 85,423千円

固定負債－繰延税金負債 △816千円

固定資産－繰延税金資産 552千円

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率   40.6％

（調整） 

住民税均等割   1.8％

繰越欠損金の増減 △47.8％

評価性引当額の増減 11.5％

海外連結子会社の税率差異 △1.9％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.8％

その他 △0.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 4.5％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

  税金等調整前当期純損失を計上しているため記載し

ておりません。 
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（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 事業区分は、内部管理上採用している区分によっております。 

２ 各事業の主な製品 

(1）光部品関連事業・・・・IPD、OFM、WDM、CWDM、MDM、TPF、TPR、OVA-650、MOVA、OWL、Vcom、Vmux、PS 

(2）光測定器関連事業・・・ECL、TSL、UWS、HSL、OTF、PEM、PMD、OCTシステム 

(3）その他事業・・・・・・システム・ソリューション事業製品及び他社輸入製品（海外他社製品） 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なもの

は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、賃貸・遊休不動産（土地）及び長期投資資金

（投資有価証券）等の資産であり、その金額は2,112,715千円及び2,508,094千円であります。 

４ 前連結会計年度及び当連結会計年度において減損損失を計上しておりますが、金額の重要性が乏しいことか

ら記載を省略しております。 

５ その他事業のうちシステム・ソリューション事業の売上高は、前連結会計年度が223,101千円、当連結会計

年度が242,673千円であります。 

６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。なお、当

該変更による、各事業の損益に与える影響は軽微であります。 

（単位：千円）

  
光部品 
関連事業 

光測定器 
関連事業 

その他 計 
消去 

又は全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,942,018 667,310 224,523 3,833,852 － 3,833,852 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
－ － 62,270 62,270 △62,270 － 

計 2,942,018 667,310 286,793 3,896,122 △62,270 3,833,852 

営業費用 2,614,202 607,486 224,250 3,445,939 △62,270 3,383,669 

営業利益 327,815 59,824 62,543 450,182 － 450,182 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 5,125,174 1,076,770 96,109 6,298,054 1,653,555 7,951,609 

減価償却費 149,213 18,045 419 167,678 34,421 202,100 

資本的支出 63,031 13,982 246 77,260 △485 76,775 

（単位：千円）

  
光部品 
関連事業 

光測定器 
関連事業 

その他 計 
消去 

又は全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益             

売上高             

(1）外部顧客に対する売上高 2,730,581 935,224 245,511 3,911,316 － 3,911,316 

(2）セグメント間の内部売上

高又は振替高 
39,837 50,316 － 90,154 △90,154 － 

計 2,770,419 985,540 245,511 4,001,471 △90,154 3,911,316 

営業費用 2,805,673 804,401 228,294 3,838,369 △90,154 3,748,215 

営業利益又は営業損失（△） △35,253 181,138 17,216 163,101 － 163,101 

Ⅱ 資産、減価償却費及び資本

的支出 
            

資産 4,308,259 1,065,873 75,329 5,449,462 2,162,586 7,612,049 

減価償却費 128,115 41,941 5,520 175,577 31,578 207,156 

資本的支出 96,526 35,728 3,405 135,660 △605 135,054 
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７ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、

耐用年数を４～10年としておりましたが、当連結会計年度より４～８年に変更しております。 

 これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を見直したことによるものであります。なお、当該変更

による、各事業の損益に与える影響は軽微であります。 

８ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より「リース

取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６

年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。な

お、当該変更による、各事業の損益に与える影響は軽微であります。 
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【所在地別セグメント情報】 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米・・・・・・アメリカ合衆国 

(2）ヨーロッパ・・・イギリス 

(3）その他・・・・・中華人民共和国 

３ 前連結会計年度及び当連結会計年度における資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産の主なもの

は、提出会社での余資運用資金（現金及び預金、有価証券）、賃貸・遊休不動産（土地）及び長期投資資金

（投資有価証券）等の資産であり、その金額は2,112,715千円及び2,508,094千円であります。 

４ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当連結会計年度より、「棚卸資産の

評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表分）を適用しております。なお、当

該変更による、各所在地の損益に与える影響は軽微であります。 

５ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載のとおり、当社の機械装置については、従来、

耐用年数を４～10年としておりましたが、当連結会計年度より４～８年に変更しております。 

 これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を見直したことによるものであります。なお、当該変更

による、日本の損益に与える影響は軽微であります。 

（単位：千円）

  日本 北米 ヨーロッパ その他 計 
消去 

又は全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
2,388,266 887,572 500,254 57,758 3,833,852 － 3,833,852 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,220,660 58,680 180 3,408 1,282,930 △1,282,930 － 

計 3,608,926 946,253 500,435 61,167 5,116,782 △1,282,930 3,833,852 

営業費用 3,185,906 967,429 452,451 60,811 4,666,599 △1,282,930 3,383,669 

営業利益又は営業損失

（△） 
423,019 △21,176 47,984 355 450,182 － 450,182 

Ⅱ 資産 5,491,010 474,818 298,196 34,027 6,298,054 1,653,555 7,951,609 

（単位：千円）

  日本 北米 ヨーロッパ その他 計 
消去 

又は全社 
連結 

Ⅰ 売上高及び営業損益               

売上高               

(1）外部顧客に対する売

上高 
2,722,050 801,265 312,013 75,987 3,911,316 － 3,911,316 

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
1,069,301 87,157 － 2,996 1,159,455 △1,159,455 － 

計 3,791,352 888,423 312,013 78,983 5,070,772 △1,159,455 3,911,316 

営業費用 3,549,856 937,963 339,576 80,275 4,907,671 △1,159,455 3,748,215 

営業利益又は営業損失

（△） 
241,496 △49,539 △27,563 △1,292 163,101 － 163,101 

Ⅱ 資産 4,902,130 351,307 141,175 54,848 5,449,462 2,162,586 7,612,049 
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６ 「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載のとおり、当連結会計年度より、「リー

ス取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19

年３月30日改正））及び「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成

６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。

なお、当該変更による、各所在地の損益に与える影響は軽微であります。 
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【海外売上高】 

前連結会計年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

 （注）１ 国又は地域の区分は、地理的近接度によっております。 

２ 本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1）北米・・・・・・アメリカ合衆国、カナダ 

(2）ヨーロッパ・・・イギリス、イタリア、フランス、ドイツ、スウェーデン 

(3）アジア・・・・・中華人民共和国、大韓民国、台湾、タイ 

３ 海外売上高は、提出会社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

【関連当事者情報】 

前連結会計年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日） 

 該当事項はありません。 

当連結会計年度（自平成20年４月１日 至平成21年３月31日） 

 該当事項はありません。 

（単位：千円）

  北米 ヨーロッパ アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 470,551 483,064 505,914 1,459,531 

Ⅱ 連結売上高 － － － 3,833,852 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
12.3 12.6 13.2 38.1 

（単位：千円）

  北米 ヨーロッパ アジア 計 

Ⅰ 海外売上高 415,244 312,623 488,197 1,216,065 

Ⅱ 連結売上高 － － － 3,911,316 

Ⅲ 連結売上高に占める海外売

上高の割合（％） 
10.6 8.0 12.5 31.1 
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算

定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額    589円32銭 566円36銭 

１株当たり当期純利益金額又は１株

当たり当期純損失金額（△） 
 23円46銭 △9円06銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利

益金額  

 23円43銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりま

せん。 

項目 
前連結会計年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は１株当たり

当期純損失金額 
    

当期純利益又は当期純損失（△）（千

円） 
280,088 △108,312 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損

失（△）（千円） 
280,088 △108,312 

期中平均株式数（株） 11,939,630 11,958,663 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額(千円) － － 

普通株式増加数(株)  15,110 － 

（うち新株予約権）  (15,110) (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整

後１株当たり当期純利益の算定に含めなか

った潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権の

数784個）。 

新株予約権２種類（新株予約権の

数563個及び748個）。 
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⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

【借入金等明細表】 

 （注）１ 「平均利率」については、借入金等の期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 

２ リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）の連結決算日後５年内における返済予定額は以下のとお

りであります。 

（２）【その他】 

当連結会計年度における四半期情報 

（単位：千円、％）

区分 前期末残高 当期末残高 平均利率 返済期限 

短期借入金 － － － － 

一年以内に返済予定の長期借入金 － － － － 

１年以内に返済予定のリース債務 3,501 3,333 5.60 － 

長期借入金（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
－ － － － 

リース債務（１年以内に返済予定の

ものを除く。） 
10,757 8,605 5.24 平成22年～25年 

その他有利子負債 － － － － 

合計 14,259 11,939 － － 

（単位：千円）

  １年超２年以内 ２年超３年以内 ３年超４年以内 ４年超５年以内 

リース債務 3,383 3,124 1,914 182 

    

第１四半期 

自平成20年４月１日

至平成20年６月30日

第２四半期 

自平成20年７月１日

至平成20年９月30日

第３四半期 

自平成20年10月１日 

至平成20年12月31日 

第４四半期 

自平成21年１月１日

至平成21年３月31日

売上高 (千円) 1,074,470 1,086,072 937,246 813,527 

税金等調整前四半期純利

益金額又は税金等調整前

四半期純損失金額（△） 

(千円) 152,880 58,731 △185,584 △39,511 

四半期純利益金額又は四

半期純損失金額（△） 
(千円) 144,723 63,626 △277,041 △39,621 

１株当たり四半期純利益

金額又は１株当たり四半

期純損失金額（△） 

(円) 12.11 5.32 △23.16 △3.31 

-61-



２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 769,960 1,114,889

受取手形 14,473 43,148

売掛金 ※1  1,233,142 ※1  760,655

有価証券 28,985 6,215

商品 22,422 －

製品 92,595 －

半製品 73,231 －

商品及び製品 － 287,775

仕掛品 112,141 75,404

原材料 276,749 283,918

前渡金 1,551 2,498

前払費用 1,699 4,347

未収入金 9,225 3,823

その他 4,989 3,066

流動資産合計 2,641,168 2,585,743

固定資産   

有形固定資産   

建物 ※2  3,767,465 ※2  3,767,465

減価償却累計額 △1,550,380 △1,664,178

建物（純額） 2,217,084 2,103,287

構築物 ※2  340,055 ※2  341,765

減価償却累計額 △237,433 △249,481

構築物（純額） 102,622 92,284

機械及び装置 646,617 203,348

減価償却累計額 △616,252 △178,581

機械及び装置（純額） 30,365 24,766

車両運搬具 28,791 19,978

減価償却累計額 △20,838 △19,248

車両運搬具（純額） 7,952 729

工具、器具及び備品 1,121,255 986,974

減価償却累計額 △985,371 △852,802

工具、器具及び備品（純額） 135,884 134,172

土地 ※2  1,618,952 ※2  1,628,275

リース資産 － 567,495

減価償却累計額 － △556,110

リース資産（純額） － 11,385

建設仮勘定 － 981

有形固定資産合計 4,112,862 3,995,882
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

無形固定資産   

借地権 62,034 62,034

ソフトウエア 4,041 41,865

その他 515 515

無形固定資産合計 66,591 104,415

投資その他の資産   

投資有価証券 615,787 555,996

関係会社株式 111,291 111,291

出資金 60 60

関係会社出資金 48,110 48,110

差入保証金 3,671 3,704

その他 4,729 4,729

投資その他の資産合計 783,649 723,892

固定資産合計 4,963,103 4,824,189

資産合計 7,604,272 7,409,933

負債の部   

流動負債   

支払手形 266,936 221,238

買掛金 ※1  134,338 ※1  51,088

リース債務 3,501 3,333

未払金 ※1  6,447 981

未払費用 ※1  109,145 ※1  91,051

未払法人税等 15,294 12,078

前受金 － 1,447

預り金 28,059 22,608

賞与引当金 20,132 18,568

その他 11,198 17,626

流動負債合計 595,054 440,023

固定負債   

リース債務 10,757 8,605

繰延税金負債 816 －

退職給付引当金 173,058 186,716

役員退職慰労引当金 135,200 183,324

その他 13,800 13,800

固定負債合計 333,632 392,447

負債合計 928,687 832,470
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(単位：千円)

前事業年度 
(平成20年３月31日) 

当事業年度 
(平成21年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 4,975,141 4,978,566

資本剰余金   

資本準備金 1,206,059 1,209,465

資本剰余金合計 1,206,059 1,209,465

利益剰余金   

利益準備金 313,750 313,750

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金 222,553 123,732

利益剰余金合計 536,303 437,482

自己株式 △35 △65

株主資本合計 6,717,468 6,625,449

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △41,883 △47,986

評価・換算差額等合計 △41,883 △47,986

純資産合計 6,675,585 6,577,462

負債純資産合計 7,604,272 7,409,933
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②【損益計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

売上高   

商品売上高 ※1  225,030 ※1  245,105

製品売上高 ※1  3,383,895 ※1  3,546,246

売上高合計 3,608,926 3,791,352

売上原価   

商品期首たな卸高 32,284 22,422

製品期首たな卸高 133,788 92,595

当期商品仕入高 77,770 86,713

当期製品製造原価 1,914,698 2,301,998

他勘定受入高 ※2  172,024 ※2  114,762

合計 2,330,566 2,618,492

他勘定振替高 ※3  31,010 ※3  17,161

商品期末たな卸高 22,422 9,433

製品期末たな卸高 92,595 170,314

売上原価合計 2,184,538 ※4  2,421,582

売上総利益 1,424,388 1,369,769

販売費及び一般管理費 ※5  730,484 ※5, ※6  1,165,310

研究開発費 305,959 －

営業利益 387,944 204,459

営業外収益   

受取利息 1,965 12,918

有価証券利息 6,981 9,527

受取配当金 265 821

不動産賃貸料 924 30,000

その他 820 2,048

営業外収益合計 10,956 55,316

営業外費用   

支払利息 543 681

減価償却費 34,421 －

地代家賃 6,960 －

租税公課 7,626 －

為替差損 30,761 115,066

不動産賃貸費用 － 52,343

その他 1,964 10

営業外費用合計 82,278 168,101

経常利益 316,623 91,673

特別利益   

固定資産売却益 ※7  282 －

投資有価証券売却益 1,249 －

特別利益合計 1,531 －
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

特別損失   

固定資産売却損 ※8  131 ※8  0

固定資産除却損 ※9  4,753 ※9  2,509

減損損失 ※10  1,268 ※10  3,714

たな卸資産廃棄損 ※11  17,074 －

たな卸資産評価損 ※12  38,473 －

投資有価証券売却損 17 －

投資有価証券評価損 － 83,311

特別損失合計 61,717 89,535

税引前当期純利益 256,437 2,138

法人税、住民税及び事業税 5,420 5,442

当期純利益又は当期純損失（△） 251,017 △3,304
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③【株主資本等変動計算書】 

(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

株主資本   

資本金   

前期末残高 4,975,141 4,975,141

当期変動額   

新株の発行 － 3,425

当期変動額合計 － 3,425

当期末残高 4,975,141 4,978,566

資本剰余金   

資本準備金   

前期末残高 1,206,059 1,206,059

当期変動額   

新株の発行 － 3,405

当期変動額合計 － 3,405

当期末残高 1,206,059 1,209,465

利益剰余金   

利益準備金   

前期末残高 313,750 313,750

当期変動額   

当期変動額合計 － －

当期末残高 313,750 313,750

その他利益剰余金   

繰越利益剰余金   

前期末残高 △28,463 222,553

当期変動額   

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 251,017 △3,304

当期変動額合計 251,017 △98,821

当期末残高 222,553 123,732

利益剰余金合計   

前期末残高 285,286 536,303

当期変動額   

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 251,017 △3,304

当期変動額合計 251,017 △98,821

当期末残高 536,303 437,482

自己株式   

前期末残高 △24 △35

当期変動額   

自己株式の取得 △10 △29

当期変動額合計 △10 △29
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(単位：千円)

前事業年度 
(自 平成19年４月１日 
 至 平成20年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成20年４月１日 
 至 平成21年３月31日) 

当期末残高 △35 △65

株主資本合計   

前期末残高 6,466,462 6,717,468

当期変動額   

新株の発行 － 6,831

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 251,017 △3,304

自己株式の取得 △10 △29

当期変動額合計 251,006 △92,019

当期末残高 6,717,468 6,625,449

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金   

前期末残高 8,225 △41,883

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50,109 △6,102

当期変動額合計 △50,109 △6,102

当期末残高 △41,883 △47,986

評価・換算差額等合計   

前期末残高 8,225 △41,883

当期変動額   

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50,109 △6,102

当期変動額合計 △50,109 △6,102

当期末残高 △41,883 △47,986

純資産合計   

前期末残高 6,474,688 6,675,585

当期変動額   

新株の発行 － 6,831

剰余金の配当 － △95,516

当期純利益又は当期純損失（△） 251,017 △3,304

自己株式の取得 △10 △29

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △50,109 △6,102

当期変動額合計 200,896 △98,122

当期末残高 6,675,585 6,577,462
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【製造原価明細書】 

（注） 

    
前事業年度 

（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費     1,054,990 53.8   1,302,376 56.3 

Ⅱ 労務費     634,554 32.4   716,565 30.9 

Ⅲ 経費               

１ リース料   18,044     16,732     

２ 減価償却費   78,803     86,665     

３ その他   174,000 270,848 13.8 193,119 296,517 12.8 

当期総製造費用     1,960,393 100.0   2,315,459 100.0 

仕掛品・半製品期首たな
卸高 

    171,197     185,373   

他勘定受入高     0     －   

合計     2,131,592     2,500,832   

仕掛品・半製品期末たな
卸高 

    185,373     183,431   

他勘定振替高 ※1   31,520     15,401   

当期製品製造原価     1,914,698     2,301,998   

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

原価計算の方法 

 原価計算の方法は、個別原価計算によっております。 

同左 

※１ 他勘定振替高の内訳 ※１ 他勘定振替高の内訳 

研究開発費へ振替       11,803千円

たな卸資産評価損へ振替 17,726千円

その他    1,991千円

研究開発費へ振替    10,208千円

その他 5,193千円
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【重要な会計方針】 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

 償却原価法（利息法） 

１ 有価証券の評価基準及び評価方法 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

 移動平均法による原価法 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は

全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動

平均法により算定しております。） 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

 個別法による原価法 

２ たな卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 

 個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低

下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

製品・半製品・仕掛品 

 総平均法による原価法 

製品・半製品・仕掛品 

 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

原材料 

 移動平均法による原価法 

原材料 

 移動平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性

の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 

  （会計方針の変更） 

 当事業年度より「棚卸資産の評価に関する会計基

準」（企業会計基準第９号 平成18年７月５日公表

分）を適用しております。  

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産 

 定率法（但し平成10年４月１日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については定額法）によってお

り、耐用年数、残存価額については、法人税法に定め

る基準と同一の基準を採用しております。 

 また、リース資産については、リース期間を耐用年

数とし、残存価額を零とする定額法を採用しておりま

す。 

 （会計方針の変更） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年4月1日以

降に取得したものについては、改正後の法人税法に基

づく方法に変更しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は、軽微でありま

す。 

 （追加情報） 

 当社は、法人税法の改正に伴い、平成19年3月31日以

前に取得したものについては、償却可能限度額まで償

却が終了した翌年から5年間で均等償却する方法に変更

しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。 

３ 固定資産の減価償却の方法 

有形固定資産（リース資産を除く） 

 定率法（但し平成10年４月１日以降取得の建物（建

物附属設備を除く）については定額法）によってお

り、耐用年数、残存価額については、法人税法に定め

る基準と同一の基準を採用しております。 

 （追加情報） 

 機械及び装置については、従来、耐用年数を４～10

年としておりましたが、当事業年度より４～８年に変

更しております。 

 これは、平成20年度の税制改正を契機に耐用年数を

見直したことによるものであります。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微でありま

す。 
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前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

無形固定資産 

 ソフトウェア（自社利用分）については、社内にお

ける利用可能期間（５年）に基づく定額法によってお

ります。 

無形固定資産（リース資産を除く） 

同左 

         ────── リース資産 

 所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリー

ス資産 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。 

４ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

 売上債権等の貸倒れによる損失に備えるため、一般

債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特

定の債権については回収可能性を勘案し、回収不能見

込額を計上しております。 

４ 引当金の計上基準 

貸倒引当金 

同左 

賞与引当金 

 従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額基準

に基づき計上しております。 

賞与引当金 

同左 

退職給付引当金 

 従業員の退職給付の支給に備えるため、自己都合に

よる期末要支給額の100％を計上しております。 

退職給付引当金 

同左 

役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支払いに備えるため、内規に基

づく期末要支給額の100％を計上しております。 

役員退職慰労引当金 

同左 

５ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・リース取引については、通

常の売買取引に係る方法に準じた会計処理によってお

ります。 

５         ────── 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

６ その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 
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【会計方針の変更】 

【表示方法の変更】 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ────── （リース取引に関する会計基準） 

 当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一

部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関

する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号

（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委員

会）、平成19年３月30日改正））を適用しております。 

 当該変更に伴う損益に与える影響は軽微であります。 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 ────── （貸借対照表） 

１ 「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規

則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日

内閣府令第50号）が適用となることに伴い、前事業年度

において、「商品」「製品」「半製品」として掲記され

ていたものは、当事業年度から「商品及び製品」と一括

して掲記しております。なお、当事業年度に含まれる

「商品」「製品」「半製品」は、それぞれ9,433千円、

170,314千円、108,027千円であります。 

２ 前事業年度において、有形固定資産の「機械及び装

置」「車両運搬具」「工具、器具及び備品」に含めて表

示しておりました「リース資産」（前事業年度13,934千

円（純額））は、当事業年度より区分掲記しておりま

す。 

  （損益計算書） 

１ 前事業年度において、「研究開発費」（前事業年度

305,959千円）として掲記されていたものは、当事業年

度から「販売費及び一般管理費」に含めて表示しており

ます。なお、当事業年度に含まれる「研究開発費」は、

363,633千円であります。 

２ 前事業年度において、「減価償却費」「地代家賃」

「租税公課」「その他」の一部として掲記されていたも

のは、EDINETへのXBRL導入に伴い、財務諸表の期間比較

性を向上するため、当事業年度より「不動産賃貸費用」

と一括して掲記しております。なお、当事業年度に含ま

れる「減価償却費」「地代家賃」「租税公課」「その

他」は、それぞれ31,578千円、8,660千円、7,621千円、

4,483千円であります。 
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【注記事項】 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成20年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成21年３月31日現在） 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

※１ 関係会社に対する主な資産及び負債 

 区分掲記したもの以外で各科目に含まれているも

のは次のとおりであります。 

売掛金      279,228千円

買掛金 1,725千円

未払金 194千円

未払費用 16,284千円

売掛金 166,039千円

買掛金 9,114千円

未払費用 20,517千円

※２ 有形固定資産に含まれる重要な休止固定資産は次

のとおりであります。なお、当該有形固定資産の減

価償却費は営業外費用として計上しております。 

※２ 有形固定資産に含まれる重要な休止固定資産は次

のとおりであります。なお、当該有形固定資産の減

価償却費は営業外費用として計上しております。 

建物  515,883千円(帳簿価額)

構築物 26,439千円(  〃  )

土地 41,177千円(  〃  )

建物  487,405千円(帳簿価額)

構築物   23,747千円(  〃  )

土地   41,177千円(  〃  )
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※１ 関係会社との重要な取引 ※１ 関係会社との重要な取引 

売上高   1,220,660千円 売上高     1,069,301千円

※２ 他勘定受入高の内容    

 他勘定受入高のうち124,437千円は、研究開発費よ

りの振替によるものであります。 

※２ 他勘定受入高の内容    

 他勘定受入高のうち79,812千円は、研究開発費よ

りの振替によるものであります。 

※３ 他勘定振替高の内容 

 他勘定振替高のうち24,752千円は、たな卸資産廃

棄損及びたな卸資産評価損として特別損失に振替え

たことによるものであります。 

※３ 他勘定振替高の内容 

 他勘定振替高17,161千円は、工具、器具及び備品

として有形固定資産に振替えたことによるものであ

ります。 

          ────── ※４ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下げ後

の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に

含まれております。 

43,779千円 

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は34％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

66％であります。販売費及び一般管理費の主要なも

のは、次のとおりであります。 

※５ 販売費に属する費用のおおよその割合は21％であ

り、一般管理費に属する費用のおおよその割合は

79％であります。販売費及び一般管理費の主要なも

のは、次のとおりであります。 

給与等 253,149千円

減価償却費 78,698千円

賞与引当金繰入額 6,002千円

役員退職慰労引当金繰入額 40,751千円

給与等        269,711千円

減価償却費      76,828千円

賞与引当金繰入額      7,981千円

役員退職慰労引当金繰入額       48,124千円

支払報酬       56,593千円

          ────── ※６ 研究開発費の総額 

一般管理費に含まれる研究開発費 

363,633千円 

※７ 固定資産売却益の内訳           ────── 

工具、器具及び備品 282千円  

※８ 固定資産売却損の内訳 ※８ 固定資産売却損の内訳 

車両運搬具 131千円 工具、器具及び備品 0千円

※９ 固定資産除却損の内訳 ※９ 固定資産除却損の内訳 

機械及び装置 

工具、器具及び備品 

3,873千円

879千円

工具、器具及び備品      2,509千円
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前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

※10 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

※10 減損損失 

 当事業年度において、当社は以下の資産グループ

について減損損失を計上しました。 

場所 用途 種類 

愛知県瀬戸市 遊休地 土地 

宮崎県西都市 遊休地 土地 

場所 用途 種類 

愛知県瀬戸市 遊休地 土地 

宮崎県西都市 遊休地 土地 

 当社は、資産グループを光部品事業資産、光測定

器事業資産、賃貸資産及び遊休資産とし、特に光部

品事業資産をフィルタ製品製造資産及びフィルタ製

品以外光部品製造資産に分類しております。 

 瀬戸市及び西都市に保有する遊休地については、

市場価格が帳簿価額より下落していることにより帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失 1,268千円として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、瀬戸市土地866千円、西都市土地

401千円であります。 

 なお、瀬戸市及び西都市の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、近隣売買事例等を勘案

した自社における合理的な見積り額を回収可能価額

として評価しております。 

 当社は、資産グループを光部品事業資産、光測定

器事業資産、賃貸資産及び遊休資産とし、特に光部

品事業資産をフィルタ製品製造資産及びフィルタ製

品以外光部品製造資産に分類しております。 

 瀬戸市及び西都市に保有する遊休地については、

市場価格が帳簿価額より下落していることにより帳

簿価額を回収可能価額まで減額し、当該減少額を減

損損失3,714千円として特別損失に計上しておりま

す。その内訳は、瀬戸市土地353千円、西都市土地

3,361千円であります。 

 なお、瀬戸市及び西都市の回収可能価額は正味売

却価額により測定しており、近隣売買事例等を勘案

した自社における合理的な見積り額を回収可能価額

として評価しております。 

※11 たな卸資産廃棄損の内訳 

製品 17,074千円

          ────── 

※12 たな卸資産評価損の内訳 

商品 

製品 

半製品 

原材料 

仕掛品 

2,771千円

 4,906千円

16,892千円

13,068千円

833千円

          ────── 
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（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加31株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

当事業年度（自 平成20年４月１日 至 平成21年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注） 普通株式の自己株式数の増加52株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

（リース取引関係） 

（有価証券関係） 

前事業年度（自平成19年４月１日 至平成20年３月31日）及び当事業年度（自平成20年４月１日 至平成21年

３月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  
前事業年度末株式
数 (株) 

当事業年度増加株
式数 (株) 

当事業年度減少株
式数 (株) 

当事業年度末株式
数 (株) 

普通株式 （注） 67 31 － 98 

合計 67 31 － 98 

  
前事業年度末株式
数 (株) 

当事業年度増加株
式数 (株) 

当事業年度減少株
式数 (株) 

当事業年度末株式
数 (株) 

普通株式 （注） 98 52 － 150 

合計 98 52 － 150 

前事業年度 
（自 平成19年４月１日 
至 平成20年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成20年４月１日 
至 平成21年３月31日） 

 リース物件の所有権が借主に移転すると認められるも

の以外のファイナンス・リース取引については、通常の

売買取引に係る方法に準じた会計処理によっておりま

す。 

１．ファイナンス・リース取引 

所有権移転外ファイナンス・リース取引 

① リース資産の内容 

有形固定資産 

 主として、光部品関連事業及び光測定器関連事業

における生産設備（「機械及び装置」、「工具、器

具及び備品」）であります。 

② リース資産の減価償却の方法 

 重要な会計方針 「３ 固定資産の減価償却の方法」

に記載のとおりであります。 
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（税効果会計関係） 

前事業年度 
（平成20年３月31日現在） 

当事業年度 
（平成21年３月31日現在） 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１ 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

（繰延税金資産）  

退職給付引当金 70,261千円

役員退職慰労引当金 54,891千円

繰越欠損金 2,404,234千円

その他 218,700千円

繰延税金資産小計 2,748,087千円

評価性引当額 △2,748,087千円

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

その他 △816千円

繰延税金負債合計 △816千円

繰延税金負債の純額 △816千円

（繰延税金資産）  

退職給付引当金       75,807千円

役員退職慰労引当金     74,429千円

繰越欠損金    2,196,267千円

その他      241,646千円

繰延税金資産小計    2,588,151千円

評価性引当額 △2,588,151千円

繰延税金資産合計 －

（繰延税金負債）  

繰延税金負債の合計 －

 繰延税金負債の純額は、貸借対照表の以下の項目に

含まれております。 

  

固定負債－繰延税金負債 △816千円  

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率   40.6％

（調整） 

住民税均等割   2.1％

繰越欠損金の増減 △54.7％

評価性引当額の増減 13.1％

交際費等永久に損金に算入されない項目 0.9％

その他 0.1％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 2.1％

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との差異の原因となった主な項目別の内訳 

法定実効税率 40.6％

（調整） 

住民税均等割 253.5％

繰越欠損金の増減 △2,553.4％

評価性引当額の増減 2,172.6％

交際費等永久に損金に算入されない項目 298.6％

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△15.9％

所得税額控除 60.0％

その他  △1.5％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 254.5％
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（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失金額並びに潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の

算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

 該当事項はありません。 

項目 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり純資産額    559円11銭       549円91銭 

１株当たり当期純利益金額又は１株当

たり当期純損失金額（△） 
  21円02銭     △28銭 

潜在株式調整後１株当たり当期純利益

金額 

  21円00銭 潜在株式調整後１株当たり当期純利益につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当

たり当期純損失であるため記載しておりま

せん。 

項目 

前事業年度 

（自 平成19年４月１日 

至 平成20年３月31日） 

当事業年度 

（自 平成20年４月１日 

至 平成21年３月31日） 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額  
    

当期純利益又は当期純損失（△)（千円） 251,017 △3,304 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△)（千円） 
251,017 △3,304 

期中平均株式数（株） 11,939,630 11,958,663 

     

潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額     

当期純利益調整額（千円） － － 

普通株式増加数（株） 15,110 － 

（うち新株予約権）  （15,110） (－) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要 

新株予約権１種類（新株予約権

の数784個）。 

新株予約権２種類（新株予約権の

数563個及び748個）。 
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④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

【その他】 

投資有価証券 
その他有

価証券 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円) 

Transmode AB 11,290,259 100,991 

日本電信電話㈱ 3,000 11,190 

㈱フジクラ 30,000 8,130 

RSUPPORT CO.,LTD 10,000 7,030 

富士通㈱ 17,000 6,205 

㈱みずほフィナンシャルグループ 30,000 5,640 

双日㈱ 40,000 4,680 

日本電気㈱ 15,000 3,960 

計 11,435,259 147,826 

投資有価証券 

満期保有

目的の債

券 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額

（千円) 

大和証券エスエムビーシー㈱ 
期限前償還条項付・元本確保型・日経
平均リンク債 

100,000 100,000 

小計 100,000 100,000 

その他有

価証券 

三井住友銀行第24回無担保変動利付社
債 300,000 278,280 

カナダロイヤル銀行 ユーロ円債 100,000 29,890 

小計 400,000 308,170 

計 500,000 408,170 

有価証券  
その他有

価証券 

 種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

(投資信託受益証券) 

 証券投資信託受益証券(３銘柄) 
6,215,557 6,215 

計 6,215,557 6,215 
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【有形固定資産等明細表】 

 （注）１.「工具、器具及び備品当期増加額」の主なものは次のとおりです。 

    製造設備     46,558千円 

    研究開発設備   18,891千円 

    業務基幹システム  7,350千円 

    ２.「ソフトウェア当期減少額」のうち269,176千円は、全社管理ソフトウェアのバージョンアップに伴う除却額

であります。 

    ３.「当期減少額」欄の（ ）内は内書きで、減損損失の計上額であります。 

    ４.前事業年度において有形固定資産の「機械及び装置」「車両運搬具」「工具、器具及び備品」に含めて表示

しておりました「リース資産」は、当事業年度より「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13号

（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、平成19年３月30日改正））及び「リース取引に関する会

計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会 会計制度委

員会）、平成19年３月30日改正））を適用したことに伴い区分掲記しております。 

【引当金明細表】 

（単位：千円）

資産の種類 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高 
当期末減価償却
累計額又は償却

累計額 
当期償却額  

差引当期末
残高 

有形固定資産               

建物 3,767,465 － － 3,767,465 1,664,178 113,797 2,103,287 

構築物 340,055 1,710 － 341,765 249,481 12,048 92,284 

機械及び装置 203,348 － － 203,348 178,581 5,599 24,766 

車両運搬具 19,978 － － 19,978 19,248 227 729 

工具、器具及び備品 972,527 74,852 60,404 986,974 852,802 65,956 134,172 

土地 1,618,952 13,037 
3,714 

(3,714)
1,628,275 － － 1,628,275 

リース資産 600,811 1,191 34,507 567,495 556,110 3,740 11,385 

建設仮勘定 － 32,444 31,462 981 － － 981 

有形固定資産計 7,523,137 123,235 
130,088 

(3,714)
7,516,284 3,520,402 201,369 3,995,882 

無形固定資産               

借地権 62,034 － － 62,034 － － 62,034 

ソフトウェア 312,458 42,451 274,884 80,025 38,160 4,627 41,865 

その他 515 － － 515 － － 515 

 無形固定資産計  375,008 42,451 274,884 142,575 38,160 4,627 104,415 

長期前払費用 － － － － － － － 

繰延資産               

－ － － － － － － － 

繰延資産計 － － － － － － － 

（単位：千円）

区分 前期末残高 当期増加額 
当期減少額 

 （目的使用） 
当期減少額 
 （その他） 

当期末残高 

賞与引当金 20,132 18,568 20,132 － 18,568 

役員退職慰労引当金 135,200 48,124 － － 183,324 
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（２）【主な資産及び負債の内容】 

① 流動資産 

イ．現金及び預金 

ロ．受取手形 

（イ）相手先別内訳 

（ロ）期日別内訳 

ハ．売掛金 

（イ）相手先別内訳 

（ロ）発生及び回収ならびに滞留状況 

 （注） 消費税等の会計処理は税抜方式を採用していますが、上記金額には消費税が含まれております。 

（単位：千円）

区分 金額 

現金 978 

  当座預金 1,129 

預金 

普通預金 490,477 

定期預金 10,012 

外貨預金 612,291 

  計 1,113,910 

合計 1,114,889 

（単位：千円）

相手先 金額 

㈱トーメーコーポレーション 43,148 

合計 43,148 

（単位：千円）

期日 金額 

平成21年 4月 21,572 

平成21年 6月 21,576 

合計 43,148 

（単位：千円）

相手先 金額 

富士通㈱ 182,893 

SANTEC U.S.A. CORPORATION 111,332 

NTTエレクトロニクス㈱ 67,223 

三菱電機㈱ 64,812 

㈱トーメーコーポレーション 43,157 

その他 291,236 

合計 760,655 

（単位：千円）

期首残高 当期発生高 当期回収高 当期末残高 回収率 滞留期間 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

1,233,142 3,926,115 4,398,601 760,655 85.3％    92.7  日 
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ニ．商品及び製品 

ホ．仕掛品 

へ．原材料 

② 流動負債 

イ．支払手形 

（イ）相手先別内訳 

（単位：千円）

区分 金額 

商品 

その他事業関係商品 9,433 

小計  9,433 

製品  

 光部品関連事業製品 152,262 

 光測定器関連事業製品 18,051 

小計  170,314 

半製品  

 光部品関連事業製品 82,694 

 光測定器関連事業製品 25,333 

小計 108,027 

合計 287,775 

（単位：千円）

区分 金額 

光部品関連事業製品 60,700 

光測定器関連事業製品 14,703 

合計 75,404 

（単位：千円）

区分 金額 

光部品関連事業原材料 225,918 

光測定器関連事業原材料 58,000 

合計 283,918 

（単位：千円）

相手先 金額 

湖北工業㈱ 98,382 

日発販売㈱ 14,232 

山陽精工㈱ 12,041 

林栄精器㈱ 10,478 

㈱平井精密 10,157 

その他 75,947 

合計 221,238 
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（ロ）期日別内訳 

ロ．買掛金 

（３）【その他】 

 該当事項はありません。 

（単位：千円）

期日 金額 

平成21年４月 68,286 

〃 ５月 63,665 

〃 ６月 60,739 

〃 ７月 28,547 

合計 221,238 

（単位：千円）

相手先 金額 

SANTEC U.S.A. CORPORATION 9,114 

湖北工業㈱ 8,041 

FIBERPRO, Inc. 5,029 

Photop Koncent, Inc. 4,723 

アンリツ㈱ 4,116 

その他 20,064 

合計 51,088 
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第６【提出会社の株式事務の概要】 

 （注）１．当社は、単元未満株式についての権利に関し、以下のとおり定款に定めております。 

当会社の単元未満株式を有する株主は、その有する単元未満株式について、次に掲げる権利以外の権利を行

使することができません。 

 (1)会社法第189条第２項各号に掲げる権利 

 (2)会社法第166条第１項の規定による請求をする権利 

 (3)株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日、３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
（特別口座） 

名古屋市中区栄三丁目15番33号 中央三井信託銀行株式会社名古屋支店 

株主名簿管理人 
（特別口座） 

東京都港区芝三丁目33番１号 中央三井信託銀行株式会社 

取次所 ────── 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 

電子公告とする。ただし、事故その他のやむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して

行う。 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度 第29期（自 平成19年４月１日 至 平成20年３月31日） 平成20年６月20日に東海財務局長に提

出。 

(2）四半期報告書及び確認書 

（第30期第１四半期）（自 平成20年４月１日 至 平成20年６月30日）平成20年８月８日東海財務局長に提出

（第30期第２四半期）（自 平成20年７月１日 至 平成20年９月30日）平成20年11月14日東海財務局長に提出

（第30期第３四半期）（自 平成20年10月１日 至 平成20年12月31日）平成21年２月13日東海財務局長に提出

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成20年６月18日 

ｓａｎｔｅｃ株式会社  

（登記上 サンテック株式会社）  

  取  締  役  会  御  中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 林 正 明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 磯 部 淳 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴 木 賢 次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるsantec株式会社（登記上サンテック株式会社）の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の連結

財務諸表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及

び連結附属明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場

から連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

santec株式会社及び連結子会社の平成20年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以   上 

※ １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書 

  平成21年６月19日 

ｓａｎｔｅｃ株式会社  

   

  取  締  役  会  御  中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小 林 正 明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 磯 部 淳 夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴 木 賢 次  印 

＜財務諸表監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるsantec株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連結貸借

対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属明細表について監査

を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結財務諸表に対する意見

を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎

として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体とし

ての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎

を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

santec株式会社及び連結子会社の平成21年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成績

及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

＜内部統制監査＞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、santec株式会社の平成21年３

月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。財務報告に係る内部統制を整備及び運用並びに内部統制報告書を作

成する責任は、経営者にあり、当監査法人の責任は、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を表明することにあ

る。また、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準に準拠して内部統制

監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽の表示がないかどう

かの合理的な保証を得ることを求めている。内部統制監査は、試査を基礎として行われ、財務報告に係る内部統制の評価

範囲、評価手続及び評価結果についての、経営者が行った記載を含め全体としての内部統制報告書の表示を検討すること

を含んでいる。当監査法人は、内部統制監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、santec株式会社が平成21年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記の内部

統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財務報告

に係る内部統制の評価について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以   上 

※ １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が連結財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成20年６月18日 

ｓａｎｔｅｃ株式会社  

（登記上 サンテック株式会社）  

  取  締  役  会  御  中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 正明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 磯部 淳夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 賢次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるsantec株式会社（登記上サンテック株式会社）の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第29期事業年度の財

務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸

表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、santec株

式会社の平成20年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以   上 

※ １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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独立監査人の監査報告書 

  平成21年６月19日 

ｓａｎｔｅｃ株式会社  

   

  取  締  役  会  御  中  

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 小林 正明  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 磯部 淳夫  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 鈴木 賢次  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いるsantec株式会社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの第30期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照

表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあ

り、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、santec株

式会社の平成21年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以   上 

※ １．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出会

社）が財務諸表に添付する形で別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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